
分散型エネルギーを取り巻く状況と

在り方について

2025年12月19日

資源エネルギー庁

資料３



2

１．総論
本WGにおける議論内容

２．分散型エネルギーリソース拡大に向けた取組状況
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分散型エネルギー推進戦略WGの設置について

⚫ 第７次エネルギー基本計画で掲げている再生可能エネルギーの主力電源化に向けては、系統
の安定性・再エネ導入に対応するために電力システム全体で必要となるトータルの費用
（トータル費用）の低廉化を確保しつつ進める必要がある。

⚫ 系統の安定性の確保については、「次世代電力系統ワーキンググループ」を中心に系統増強
や系統接続等に関する検討を進めている。一方、トータル費用の低廉化に向けては、系統側
の対策に加えて、ディマンド・リスポンス（DR）の推進や再エネの自家消費・地産地消を進
めるなど、分散型のエネルギーリソースに着目した施策の検討も必要。

⚫ これまで、分散型エネルギーの導入促進に向けては、各種検討会（※１）を中心に施策の検討
を進めてきたが、分散型エネルギーに対する国際的な関心の高まりや、大規模集約型のエネ
ルギーリソースと電力市場等で公正な競争を行いながらサステナブルに成長していく道筋の
検討など、リソースの位置付けや取り巻く環境が変化している。

⚫ こうした状況を踏まえ、分散型エネルギーの導入促進に向けた施策の検討等を行うことを目
的として、新たにワーキンググループを立ち上げる。（※２） 

※１ ①次世代の分散型電力システムに関する検討会、②DRready勉強会、③定置用蓄電システム普及拡大検討会

※２ ①省エネルギー小委員会、②再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会、③次世代電力・ガス事業
基盤構築小委員会の下に位置付ける



⚫ 分散型エネルギー源に関する施策は、需要側リソース（DR・家庭用蓄電池等）と供給側リソース（系統・再
エネ併設蓄電池）の双方において取組を進めてきた。

⚫ 一方、需要側リソースと供給側リソースという違いはあるものの、サイバーセキュリティやビジネスモデルの
確立など共通する課題も多い。また、再エネ大量導入に必要となるフレキシビリティの提供という共通の価値
を有している。

⚫ このため、本WGでは、「需要側リソース」と「供給側リソース」の個別課題について検討を進めることに加
えて、分散型エネルギーリソース（DER）全体として見た場合に、電力システムの社会コスト最適化の観点
で、どのようなリソース配分が最適かという点も含めた、総合的な検討を行う。

※再生可能エネルギー導入促進や系統接続に関する論点など他の小委員会やWG等の所掌に属する案件は本WGの議論の対象外

分散型エネルギー推進戦略WGの検討内容について

供給側需要側

・系統用蓄電池
・再エネ併設蓄電池
・LDES （液化空気蓄電、圧縮空気蓄電）等

運
用

○HEMS/MEMS等
※１

○CEMS
※２

○マイクログリッド

○アグリゲーター
○DR/VPP

・家庭用・業務産業用蓄電池
・ヒートポンプ給湯機
・ハイブリッド給湯機

・コジェネ
・電力データ 等

リ
ソ
ー
ス

○アグリゲーター
○蓄電事業者

・DERを活用した収益モデルの検討
・サイバーセキュリティリスクへの対応

・フレキシビリティを確保するために最適なリソース配分

共
通
課
題

・価格競争に陥り、安全性や持続可能性が損なわれるリスク
・多数接続申込みへの対応（接続ルールの見直し等）

個
別
課
題

・DR実績把握・リテラシー醸成
・DRready対象機器の拡大、DRready要件の策定
・需給調整市場における機器個別計測の取扱い

導入見通しを踏まえた分散型エネルギー政策の方向性の検討

5※１ HEMS（Home Energy Management System）、MEMS（Mansion Energy Management System）
BEMS（Building Energy Management System）、FEMS （Factory Energy Management System)

※２ CEMS（Community Energy Management System）
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エネルギーシステムの構造変化 

⚫ 日本のエネルギーシステムは、大きな構造変化「５D」に直面している。

Depopulation
（人口減少）

De-carbonization
（脱炭素化）

De-centralization
（分散化）

Deregulation
（制度改革）

Digitalization
（デジタル化）

IoT,AI,5G,シェアリング
RE100

発 電

送電／配電

小 売

✓ インフラの老朽化
・赤字路線化

✓ 世界的な気候変動対
策への機運の高まり

✓ 再エネの主力電源化

✓ 分散リソースの価格低減
✓ レジリエンスへの要請

✓ 電力小売全面自由化
✓ 発送電分離
✓ 投資予見性の低下

✓ 電力需要増加
（データセンター等）

✓ エネルギー分野への応用

従来の大規模集中電源の電力システムのみならず、
分散型エネルギーリソースを安定的・有効的に活用することが求められている。



【参考】2040年度におけるエネルギー需給の見通し

2024年度
（速報値）

2040年度
（見通し）

エネルギー自給率 16.4% 3～４割程度

発電電力量 9922億kWh
1.1～1.2兆
kWh程度

電源構成
再エネ 23.0％ 4～5割程度

太陽光 9.9％ 23～29％程度

風力 1.2％ 4～8％程度

水力 7.4％ 8～10%程度

地熱 0.4％ 1～2％程度

バイオマス 4.2％ 5～6％程度

原子力 9.4％ ２割程度

火力 6７.５％ ３～４割程度

最終エネルギー消費量 2.9億kL 2.6～2.7億kL程度

温室効果ガス削減割合
（2013年度比）

27.1％ 73％

⚫ 2040年度エネルギー需給の見通しは、諸外国における分析手法も参考としながら、様々な不確実性が存在
することを念頭に、複数のシナリオを用いた一定の幅として提示。

（参考）新たなエネルギー需給見通しでは、2040年度73％削減実現に至る場合に加え、実現に至らないシナリオ（61％削減）も参考値として提示。 73％
削減に至る場合の2040年度における天然ガスの一次エネルギー供給量は5300～6100万トン程度だが、61%削減シナリオでは7400万トン程度の見通し。

※2023年度実績

（出所）2025年12月12日 総合エネルギー統計（2024年度速報）、2040年度におけるエネルギー需給の見通しをもとに資源エネルギー庁作成
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【参考】再生可能エネルギーの導入に向けた課題
⚫ 再生可能エネルギーについては、地域共生を前提に、国民負担の抑制を図りながら、主力電源化を徹底し、最大

限の導入拡大に取り組む。
⚫ 他方、再エネ導入にあたっては、我が国のポテンシャルを最大限活かすためにも、以下の課題を乗り越える必要が

ある。

✓ 不十分な管理で放置されたパネルが散見。

✓ 2030年半ば以降に想定される使用済太陽光パ
ネル発生量ピークに計画的な対応が必要。

✓ 適切な廃棄のために必要な情報（例：含有物
質情報）の管理が不十分。

⇒ 適切な廃棄・リサイクルが実施される制度整備
が必要

⑤使用済太陽光パネルへの対応

✓ 気象等による再エネの出力変動時への対応が重要。

✓ 全国大での出力制御の発生。

✓ 再エネ導入余地の大きい地域（北海道、東北など）
と需要地が遠隔。

⇒ 地域間連系線の整備、蓄電池の導入などが必要

③出力変動への対応

✓ 傾斜地への設置など安全面での懸念増大。

✓ 住民説明不足等による地域トラブル発生。

⇒ 地域との共生に向けた事業規律強化が必要

①地域との共生

✓ 平地面積や風況などの地理的要件により新たな再エ
ネ適地が必要。

✓ 太陽光や風力を中心に、原材料や設備機器の大半
は海外に依存。

✓ 技術開発のみならず、コスト低減、大量生産実現に
向けたサプライチェーン構築、事業環境整備が課題

⇒ ペロブスカイトや浮体式洋上風力、次世代型地熱
などの社会実装加速化が必要

④イノベーションの加速とサプライチェーン構築

✓ FIT制度による20年間の固定価格買取によって国民
負担増大（2025年度3.98円/kWh）。

✓ 特にFIT制度開始直後の相対的に高い買取価格。

⇒ FIPや入札制度活用など、更なるコスト低減が必要

②国民負担の抑制

（出所）2025年6月3日 第74回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 資料1 一部修正 9
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【参考】再エネ大量導入時代における分散型エネルギーシステムのあり方

（出所）2024年11月28日 第71回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 資料1
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（出所） IEA World Energy Outlook 2025

⚫ 電力需要や再エネ発電量は変動するため、需給バランスを調整するフレキシビリティ※1（調
整力等）が必要。
※1：瞬間的な変動、時間、日、週や季節的な需要と供給の変動に、確実かつコスト効率よく対応する電力システムの能力のこと。

⚫ IEAのシナリオ分析（STEPS）よれば、再生可能エネルギーの導入拡大に伴い、先進国にお
ける短期的なフレキシビリティの必要量は、2035年に2024年の約3倍となると予測。

⚫ 蓄電池及びDRは、2035年の短期的なフレキシビリティ必要量の約50%を占める重要なリ
ソースになると予測。

フレキシビリティの必要量（左:主要国、右:リソース別）

短周期 季節間
世界のフレキシビリティ供給

短期 季節間

インド
中国
欧州
米国

蓄電池
水力

EVｰDR
火力

DR
出力制御PVシェア 電化率

先進国 新興国
途上国

中国

NZE

STEPS

STEPS：まだ採択されていないが正式に表明された政策や方向性が示された
公式文書等を考慮したシナリオ

NZE   ：2050年までに世界のエネルギー由来CO2排出をネットゼロにするた
めのシナリオ

【参考】再エネ導入拡大に伴うフレキシビリティの必要性

短周期フレキシビリティの必要量（2024-35年）

※1 ※1 ※2

※1:グラフの縦軸は、平均電力需要に対する調整力の必要比率を示す。
※2:グラフの縦軸は、フレキシビリティ供給量全体に占めるリソース別の比率を示す。
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【参考】エネルギー貯蔵の世界目標（2024年 G7）

⚫ G7首脳コミュニケ（2024年6月）において、「2030年までに電力部門において1500GWのエネル
ギー貯蔵を導入する世界目標にコミットする」と宣言。

⚫ G7気候・エネルギー環境大臣会合コミュニケ（2024年4月）にて、「電力部門におけるエネルギー貯蔵
の世界目標2030年1500GW（2022年230GWから6倍以上の増加）への貢献を含むディマン
ド・リスポンス、系統増強、スマートグリッドの導入を通じたシステムの柔軟性の向上によって、世界全体
の再生可能エネルギー容量を3倍にすることを支援し、エネルギー安全保障を強化する。」と宣言。

⚫ 1500GWのエネルギー貯蔵能力のうち、系統用蓄電池及び需要家用蓄電池が約80%を占めるとみら
れている。

（出典）IEA 「Batteries and Secure Energy Transitions World Energy Outlook Special Report」（2024年4月公表）

系統用蓄電池

揚水

需要家用蓄電池

その他の蓄電池

世界全体のエネルギー貯蔵能力
世界全体のエネルギー貯蔵能力（GW）
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⚫ 2025年2月18日に、第７次エネルギー基本計画が閣議決定。

⚫ 蓄電池については、脱炭素電源の拡大に向け、その重要性及び普及拡大に向けた課題や対応
の方向性等を明記。

⚫ DRについては、需給バランスを確保する上での需要側アプローチ手段としての重要性を
明記。

V．２０４０年に向けた政策の方向性
３．脱炭素電源の拡大と系統整備
（５）次世代電力ネットワークの構築
③ 系統・需給運用の高度化
（イ）蓄電池・ディマンドリスポンス（DR）の活用促進
電力システムの柔軟性を供出するにあたり、蓄電池は、再生可能エネルギー等で発電された電力を蓄電し、
夕方の需要ピーク時などに電力供給する調整電源として、ＤＲは需給バランスを確保するための需要側へ
のアプローチ手段として重要である。２０２１年度から補助金による系統用蓄電池の導入支援を行い、２
０２３年度に開始した長期脱炭素電源オークションにおいても応札対象とし導入促進を図っている。また、
各電力市場で取引可能となる等、環境整備が整いつつあり、系統用蓄電池の接続検討受付件数は増加して
いる。一方、価格競争に陥り安全性や持続可能性が損なわれる懸念や系統接続の長期化、各電力市場での
収益性評価が不十分である等の課題も顕在化している。このため、支援措置における事業規律を確保する
ための要件等の検討や収益性の評価等を通じ、安全性や持続可能性が確保された蓄電池の導入を図ること
等が必要である。 

第７次エネルギー基本計画における蓄電池・DRの位置づけ ①

（出所）第7次エネルギー基本計画（2025年2月）
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⚫ カーボンニュートラル実現に向けたイノベーションの項目においても、蓄電技術の向上や
LDESの導入、蓄電池産業において産業基盤整備等の取組を進めることを記載。

VI．カーボンニュートラル実現に向けたイノベーション
２．各論
（３）次世代電力ネットワーク（系統・調整力）
広域連系系統のマスタープランを踏まえ、２０５０年の再生可能エネルギーの導入等を見据えた地域間連
系線の整備や地内基幹系統等の増強・更新を着実に進めるとともに、再生可能エネルギーの導入が拡大す
る中での系統接続・利用のルールについて、必要な検討を深めていく。また、脱炭素化された調整力の確
保や電力システムの柔軟性の向上のため、ＤＲｒｅａｄｙ機能を具備した製品の普及促進やスマートメー
ターを活用した機器制御等によるＤＲの更なる活用を図る。加えて、蓄電池等の蓄電技術の向上に取り組
むとともに、再生可能エネルギーの普及拡大が進むにつれて必要性が高まると考えられる長期エネルギー
貯蔵を特徴とする電力貯蔵システム（ＬＤＥＳ32）の導入も目指す。
（８）蓄電池産業 
蓄電池は、モビリティの電動化や再生可能エネルギーの導入拡大等、２０５０年カーボンニュートラルを
実現するために不可欠であり、我が国が世界の蓄電池のサプライチェーンにおける中核を占めるように
なっていくことが重要である。経済安全保障の観点から求められる、国内における蓄電池・部素材・製造
装置の製造基盤の確立・強化に加えて、グローバル市場において日本の蓄電池関連の生産及び技術がプレ
ゼンスを発揮し、競争力を強化するための取組を進める。特定国への依存脱却を含めたグローバルのサプ
ライチェーン強靱化、次世代電池の技術開発等の市場獲得、人材の育成・確保に向けた取組を推進する。
また、蓄電池のリユース・リサイクルシステムの確立・本格運用も通して資源循環及びレアメタル等の資
源確保を目指す。
32 Long Duration Energy Storage の略

第７次エネルギー基本計画における蓄電池・DRの位置づけ ②

（出所）第7次エネルギー基本計画（2025年2月）
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１．総論
本WGにおける議論内容

２．分散型エネルギーリソース拡大に向けた取組状況
（１）需要側リソース
（２）供給側リソース

３．検討事項
（１）需要側リソース
（２）供給側リソース

（参考）過去の検討会等における取りまとめ資料一覧



GX・エネルギー政策におけるDERの必要性

⚫ 2050年カーボンニュートラルの実現に向けては、S+3Eを大前提に、原子力と再生可能エネ
ルギーの最大限の活用が必要。

⚫ 一方、長期固定電源※である原子力、太陽光や風力などの変動性再生可能エネルギーが共存す
るためには、DERによるカーボンフリーフレキシビリティの確保が必要。

※ 長期にわたり安定的に運転を行うことで高いコスト競争力を発揮するという特性を持つ、地熱や原子力といった電源のこと。また、これらの電源は一般的に、短時間で出力を
上げ下げ（負荷追従）することが技術的に困難という特性があり、仮に停止した場合、再度運転させるまでに時間がかかるため、運転を再開するまでの間の電力需要を満たす
ためには、すぐに運転を再開できる火力で埋め合わせることとなり、結果としてコストやCO2排出量の増加につながる。

原子力 再エネ

＋ 火力+CCS

揚水

カーボンフリーフレキシビリティ
（CO2を排出せずに電気の需給等を調整する機能）

電気不足時は
節電・自家消費

放電

充電
H2

H2

DR
ディマンドリスポンス

電気余剰時に
電気を使う
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【参考】DRの種類

例1 調整・停止（空調・照明等）

空調や照明等の負担設備を調整・
停止させることで電力需要を抑制し
ます。

例2 生産計画の変更

生産設備を調整・停止させることで
電力需要を抑制します。変更させ
た分は夜間等にシフトすることで生
産量を維持します。

例3 放電（蓄電池等）

下げDR依頼の時間帯に蓄電池
から放電した電気を使うことによっ
て、その時間帯における電力会社
からの電力供給を抑制します。

例4 充電（蓄電池等）

上げDR依頼の時間帯に蓄電池
や電気自動車を充電することで、
その時間帯の電力需要を創出しま
す。

事前の契約に基づき、小売電気事業者等からの
指令により、アグリゲーター等が需要家にDR
を実施し、対価を得る仕組み。

インセンティブ型ディマンド・リスポンス

ピーク時に電気料金を値上げするなど多様な電
気料金を設定することで、需要家にDRを促す
仕組み。
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特定卸供給事業者（アグリゲーター）の状況

⚫ 2022年4月の特定卸供給事業制度の創設以降、特定卸供給事業の届出を実施した事業者数及
び供給能力は大幅に増加。

➢ 事業者数：46社（2022年） → 129社（2025年11月11日時点）

➢ 合計供給能力：約3,600MW（2022年） → 約5,300MW（2025年11月11日時点）

⚫ 届出事業者の中には、電力自由化以前に電気事業を営んでいなかった、メーカー・通信・商
社・石油・ガス等、多様な業種からの参入が見られる。

⚫ また、電気事業の中でアグリゲートを主事業とする事業者も現れている。

特定卸供給事業者数（累積）

①

②

④

③

① 電力自由化以前から電気事業を営む者 ※旧一般電気事業者から事業を継承した者を含む

② 電力自由化以降に設立し、小売・発電事業を営む者（主に新電力） ※連結子会社含む

③ 電力自由化以前からあり、自由化以前は電気事業を営んでいない者

④ 電力自由化以降に設立し、小売・発電事業を営んでいない者

特定卸供給事業者（内訳）

（出所）2025年11月11日 特定卸供給事業の届出を基に資源エネルギー庁作成

18

約2割

約2割

約5割
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【参考】バーチャルパワープラント（VPP）関係実証
（DERアグリゲーション実証）

⚫ アグリゲーション技術の向上を目的とし、2021年度より実証事業を実施。

⚫ 最終年度である2023年度には収益性向上の観点から実証を行った。

目的：需給調整市場における各種商品の要件をもと
に、様々なリソースを束ねて、時間・分・秒単位
での高速制御等ができるかの技術実証

成果：電力制御精度は社会実装レベルまで向上。加
えて、令和5年度は、収益性に関する技術につ
いて、その向上効果を確認した。

実証参加者（コンソーシアムリーダー）：

DERアグリ実証 

目的：①天候急変等に伴う発電量の変化の極小化
（インバランス回避）

②収益性の向上
③発電予測・卸市場価格予測技術の向上

成果：①及び③は社会実装可能なレベルまで向上。
加えて、令和5年度は、収益性に関する技術に
ついて、その向上効果を確認した。

実証参加者（コンソーシアムリーダー）：

再エネアグリ実証 

19



【参考】VPP関係実証（DERアグリゲーション実証）

⚫ 需給ひっ迫や卸電力市場価格に対応した蓄電池の充放電等（経済DR）や、需給調整市場や容
量市場に対応した時間・分・秒単位でのDERの高速制御等について、様々なリソースを束ね
てIoT技術で統合制御する技術の実証を行った。

アグリゲーター家庭用蓄電池
家庭用燃料電池
（エネファーム） 業務・産業用燃料電池 EV充放電器

その他
需要負荷
コジェネ 等

制御・集約

高度な制御で
需給調整市場等に供出

【供給力実証】市場価格連動上げ下げDR（経済DR）
【調整力実証】需給調整市場への対応（一次、二次①②、三次①②）

容量市場への対応（発動指令電源）
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⚫ 再エネアグリゲーション実証では、FIP再エネの普及を見据え、①複数の再エネや蓄電池等の
分散型リソースを組み合わせ、天候急変等に伴う発電量の変化の極小化（インバランス回
避）、②卸市場価格の動向を踏まえ蓄電池等も活用して売電タイミングをシフトするといっ
た収益性の向上、③これらを支える発電予測・卸市場価格予測技術の向上を検証し、その効
果について確認を行った。また、より先駆的な取組として、発電量が減少してしまった際に、
電力需要側の蓄電池を活用することで、インバランスを補正・減少させる効果があることを
確認した。

＜計画時（GC前）＞

40

30

30

発電量計100

＜直前（GC後）＞

30

30

20

発電量計80

＜制御後＞

30

40

20

発電量計100

発電量減
を予測

天候急変予報！

このままでは
インバランスが発生

100 0
放電量
増制御

発電計画100 発電計画100 発電計画100

インバランス回避！

発電量
増制御

0時 12時 24時

天候・発電予測
卸市場価格予測

今日の天候は晴れそうで、
昼間は市場価格が安くなるだろうから
蓄電池に再エネ電気を貯めておき
価格が上がる夕方に販売しよう

アグリゲーションによるインバランス回避イメージ

電力市場価格

アグリゲーションによる収益性向上イメージ

蓄電

売電

【参考】VPP関係実証（再エネアグリゲーション実証）
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家庭用、業務・産業用蓄電池の目標価格と価格推移
⚫ 家庭、業務・産業用の蓄電池の普及拡大に向けたコスト低減のため、蓄電システムから得ら

れる収益により投資回収できる水準として、家庭用蓄電システムは７万円/kWh、業務・産
業用蓄電システムは６万円/kWhを2030年度の工事費込みの目標価格として設定。

⚫ 2030年度目標価格の達成に向け補助実績等を参考に各年度の目標価格を設定し、DRに対応
した家庭、業務・産業用蓄電システムの導入支援事業ではその価格を補助上限とすることで、
コスト低減を促してきたところ。

⚫ 本取組により、2030年度の目標価格達成に向け、価格水準は順調に低減してきている。

家庭用蓄電システムの目標価格推移 [万円/kWh] 業務・産業用蓄電システムの目標価格推移 [万円/kWh]

※1 補助実績等から算出。
※2 補助実績等を参考に設定した各年度の目標価格であり、補助事業における補助上限価格。
※3 太陽光発電の自家消費により得られる収益から試算。具体的には、電気の購入価格は27～29円/kWh、太陽光発電の容量4.7kW、太陽光の売電価格は6～10円/kWhの家庭において、

蓄電容量が3～13kWhである 蓄電システムを導入し、10年又は15年で投資回収するケース、それぞれ電池劣化を考慮するケースと考慮しないケースにおいて試算した結果から設定。
※4 ピークカット、電源Ｉ´での活用、太陽光発電の自家消費により得られる収益から試算。

2030年度
目標価格

７万円/kWh※３

13.5※２
14.1※２

15.5※２

約19※１

19.0※２

約24※１

16.0※２

12.0※２

2030年度
目標価格

６万円/kWh※４

（出所）2025年６月３日 第74回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会
再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 資料１より資源エネルギー庁作成
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DRの活用状況：容量市場における発動指令電源

⚫ 容量市場において、DRを含む発動指令電源は639万kW（2028年度向けメインオークショ
ン）が落札されている

⚫ なお、2023年度向けの一般送配電事業者による調整力公募（電源I’）において、DRの落札
は252.2万kW（全体落札量の7割弱）だった。

（出所）2023年4月25日 制度設計専門会合 資料6を基に資源エネルギー庁作成

万kW

※発動指令電源の内数としてDRが含まれる

2023年度向け

DR落札量（全体落札量）単位：kW 252.2万（384.4万）

DR平均落札価格（全体平均落札価格）単位：円/kW 4,344（4,296）

2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度

発動指令電源※

の約定量
(容量市場全体の約定量)

単位：kW

415万
（1億6,769万）

475万
（1億6,534万）

584万
(1億6,271万)

600万
(1億6,745万)

639万
(1億6,621万)

約定価格
単位：円/kW

14,137
（全国統一価格）

北海道
九州

5,242
北海道 8,749 北海道 13,287

北海道
東北
東京

14,812東北 5,833 東北 9,044

その他 3,495

東京 5,834 東京 9,555

九州 8,748 中部 7,823 中部 10,280

その他 5,832

九州 11,457 九州 13,177

その他 7,638 その他 8,785

（出所）電力広域的運営推進機関公表資料を基に資源エネルギー庁作成

電源Ⅰ’
DR落札量

容量市場・発動指令電源※約定結果

2023年度向け電源Ⅰ’調整力公募結果

DR活用量の推移

発動指令電源※
メインオークション落札量

※発動指令電源の内数としてDRが含まれる
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DRの活用状況：経済DR

（出所）2024年8月9日 第79回 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会 資料3

⚫ 小売電気事業者が活用するDRは「経済DR」とも呼ばれ、小売電気事業者のインバランスの
回避や、需給ひっ迫時に高騰する卸電力市場からの調達の回避等のために活用される。
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DRにおける分散型エネルギーリソースの活用に向けた取組

⚫ 大規模リソース（エネルギー管理指定工場等）
については、2022年度の省エネ法改正により、
DR実績の定期報告が制度化される等、事業者に
よるDRを促す措置が導入された。

⚫ また、事業者とアグリゲーター等との連携に
よって、電炉のような出力の大きい施設の稼働
時間を調整する取組も進められており、今後の
DR拡大が期待される。

⚫ 家庭や小規模オフィスは、一件あたりのDR量が
少なく、大規模な工場等と比べてDRリソースの
活用が遅れている。

⚫ DRの必要性が高まる中、低圧のDRポテンシャ
ルを活用するためには、人の手作業（行動誘
発）だけでDRを実施するのは困難であり、以下
のような取組を通じた「DRready」環境の創出
が必要。

➢ 【機器】住宅等に設置される様々なリソー
スに遠隔制御機能を標準的に具備

➢ 【事業者】低圧リソースを遠隔制御（もし
くは自動制御）できるアグリゲーター等に
よるサービスの存在

➢ 【市場等】低圧リソースによるDRの電力市
場等における有効活用

特高･高圧リソース（工場等） 低圧リソース（家庭･小規模オフィス）



26（出所）2022年10月18日 2022年度第2回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会
省エネルギー小委員会 工場等判断基準ワーキンググループ 資料3

特高･高圧リソースのDR促進 ①：電気需要の最適化

⚫ 事業者によるDRの取組を促すべく、2022年度の改正省エネ法において「電気の需要の最適
化」を位置づけ。

⚫ 同法に基づく定期報告※1事項として、「DR実施日数の報告」（義務）、「DRの実績値」及
び「DRの実績に活用した設備」（任意）を追加。

⚫ 2024年度報告（2023年度実績）において、報告されたエネルギー管理指定工場等の数は合
計約14,800件。そのうち、DRを実施した指定工場等（DR実施工場等）は約3,400件（約
23%）確認された※2。

⚫ また、報告された全エネルギー管理指定工場等における平均DR実施日数は47.7日であった
※3。

省エネ法に基づく定期報告書（様式第9）電気の需要の最適化の目的

日数

実績値

実施設備

※1 エネルギー使用量（原油換算値）が1,500kl/年度以上の特定事業者及びエネルギー管理指定工場等が対象
※2 DR実施工場等の件数は、1日以上DRを実施したエネルギー管理指定工場等の総数
※3 平均DR実施日数 ＝ DR実施日総数 ÷ DR実施工場等の件数
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特高･高圧リソースのDR促進 ②：IoT化支援

⚫ 工場等の需要は、業種業態や生産する製品等の特性により、需要量や需要時期が様々であり、
多様な需要のあり方を踏まえた対応が必要。

⚫ その上で、各需要家が保有するDRに適したリソース（需要負荷、自家発、蓄電池、空調機器、
蓄熱槽等）のDR対応化（IoT化）が必要。

（出所）環境共創イニシアチブ 令和6年度補正 IoT化推進事業
https://sii.or.jp/DRIoT06r/

IoT化推進事業（パンフレット）令和6年度補正 DER導入支援等事業（PR資料）

（出所）経済産業省 令和6年度補正予算の概要
https://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_fy2024/hosei/index.html

https://sii.or.jp/DRIoT06r/
https://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_fy2024/hosei/index.html


【参考】スマートメーターを活用したDR実証事業

⚫ 一般送配電事業者は、特定計量制度に基づく特例計量器データの活用に向けて、IoTルート
を構築。2025年度以降、順次、次世代スマートメーターが導入され、本IoTルートの運用
も開始される予定。

⚫ IoTルートは、上り情報のみならず、下り情報（On/Off制御等の情報）も伝送可能であるこ
とから、IoTルートを活用し下り情報の伝送（機器制御）の可否を検証する。

⚫ 公募による採択事業者については、ラボ実証は一般送配電事業者、サイバーセキュリティ検
証は大学等、FS（フィージビリティスタディ）調査は民間企業等を想定。

⚫ 2026年度は、2025年度に引き続きラボ実証を行い、加えてFS調査を行う。2027年度以降、
ラボ実証等の成果を踏まえたフィールド実証を実施する予定。

SM通信NW

電力SM

特例計量器

IoTルート

無線端末

HES/
MDMS

公開サーバ 外部サーバ
（小売電気事業者）

一送(電力SMシステム、託送システム)

託送システム等

分散電源

接続サーバ 外部サーバ
（小売電気事業者・
アグリゲーター等）

無線端末

分散電源 制御／応答情報(下り／上り情報)

特例計量器 計量データ等(上り情報)

28
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⚫ DRへの対応可能な家庭用蓄電池の更なる活用を通じて、電力の安定供給や再エネの更なる導
入拡大に貢献することを目的として、2022年度から導入支援事業を実施。

低圧リソースのDR促進 ①：DR対応機器の導入支援

（出所）経済産業省 令和6年度補正予算の概要
https://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_fy2024/hosei/index.html

令和6年度補正 DER導入支援等事業（PR資料） 家庭用蓄電システム導入支援事業パンフレット

（出所）環境共創イニシアチブ 令和6年度補正 家庭用蓄電システム導入支援事業
https://sii.or.jp/DRchikudenchi_katei06r/

https://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_fy2024/hosei/index.html
https://sii.or.jp/DRchikudenchi_katei06r/
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【参考】低圧リソースの活用

（出所）2024年6月17日 第76回 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会 資料5
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⚫ 2024年6月、資源エネルギー庁はDRready要件を検討するために「DRready勉強会」を設
置し、機器本来の用途とDRの共存のあり方やDR活用のユースケース等、エネルギー消費機
器のDRready化のあり方について議論。

⚫ これまでにヒートポンプ給湯機、家庭用蓄電池、ハイブリッド給湯機のDRready要件を整理。

⚫ 今後、DR家庭用燃料電池（エネファーム）等のDRready要件（案）を議論予定。

低圧リソースのDR促進 ②：機器のDRready化

DRready要件の検討

（出所）2024年3月7日 第44回 総合資源エネルギー調査会
省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー小委員会 事務局資料

（出所）2024年7月26日 第45回 総合資源エネルギー調査会 
省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー小委員会 事務局資料

DRready勉強会
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DRready要件案：ヒートポンプ給湯機

（出所）2025年1月28日 第4回 DRready勉強会 資料6

ヒートポンプ給湯機のDRready要件（案）
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DRready要件案：家庭用蓄電池

（出所）2025年8月28日 第6回 DRready勉強会 資料6
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DRready要件案：ハイブリッド給湯機

（出所）2025年8月28日 第6回 DRready勉強会 資料6
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各電力市場におけるアグリゲーターの参画の促進

⚫ 2021年度から需給調整市場が順次開設、2022年の特定卸供給事業者（アグリゲーター）制
度の創設など、電力システムにおけるDERの有効活用に向けた環境整備が進展。

⚫ 需給調整市場においては、システム改修等が順調に進むことを前提に、2026年度から低圧小
規模リソース及び機器個別計測の活用が開始される予定。

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度～

容量市場

需給調整市場

FIP制度

特定卸供給事業
ライセンス

配電事業
ライセンス

スマートメーター

調整力公募（電源Ⅰ‘：需給ひっ迫用予備力） 容量市場

▼三次② ▼三次① ▼一次、二次①② ▼低圧、機器個別

次世代スマートメーター運用開始



需給調整市場における低圧小規模リソースの活用及び機器個別計測

⚫ 国では、分散型エネルギーシステムの導入に向けた分散型エネルギーリソースの価値評価の
観点から、2022年度から「需給調整市場における機器個別計測の活用」や「低圧リソースの
市場等における活用」の在り方について検討を行ってきた。

⚫ これらの議論を踏まえ、2026年度より需給調整市場における低圧小規模リソースの活用、及
び機器個別計測を開始することを目指し、送配電事業者においてシステム改修・構築を進め
ることが了承された。

⚫ 2026年度の需給調整市場における機器個別計測開始に向けて、1,000kW未満については一
定の進展あり。機器点特高及び機器点1,000kW以上についても、2027年度以降の取引開始
に向け、電力広域的運営推進機関等と連携し準備を進めている。

36



【参考】需給調整市場における機器個別計測に向けた
これまでの整理

37

（出所）2025年9月8日 第13回 次世代の分散型電力システムに関する検討会 資料6
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【参考】需給調整市場への低圧リソース参画、及び機器個別
計測の活用に関する費用便益分析

（出所）2022年12月14日 第3回 次世代の分散型電力システムに関する検討会 資料3



【参考】需給調整市場における機器個別計測に向けた
スケジュール

39

（出所）2025年11月19日 第14回 次世代の分散型電力システムに関する検討会 資料6



ERABガイドライン

⚫ 2015年、エネルギー・リソース・アグリゲーション・ビジネスにおいて問題となり得る事項
について、関係者が参考とすべき基本原則となる具体的な指針として、「エネルギー・リ
ソース・アグリゲーション・ビジネスに関するガイドライン」（以下「ERABガイドライン」
という。）を策定。ERABガイドラインは、事業環境の変化に応じて改定（2016年9月、
2017年11月、2019年4月及び2020年6月に改定）。

⚫ 直近では、国の審議会等において、需給調整市場における低圧リソースの活用及び機器個別
計測を2026年度から開始する方針が決定されたこと、2024年度に開始した容量市場に関し
て事業者間の連携ルールやフォーマットの標準化等の要望が関係事業者より寄せられたこと
等を踏まえ、ERABガイドライン改定について議論し、2025年11月に改定。

ERABガイドラインの改定内容（2025年11月）

1. 機器個別計測の概要及び活用
機器個別計測を活用できるケースについて検討した。

2. 低圧リソース及び機器個別計測に適したベースライン
低圧リソースをERABで活用する際の適切なベースラインについ
て検討した。
※機器特有のベースラインについては今年度以降で検討を想定し、
ガイドラインへの反映も別途検討する。

3. 機器個別計測で必要となる便益調整の定義等
機器個別計測において生じる便益調整の概念とその精算方法につ
いて検討した。

4. 供給元小売電気事業者との連携時における標準フォーマット
アグリゲーターと供給元小売電気事業者間の情報連携における課
題に対する対応を検討した。

ERABガイドラインの構成

（出所）2025年9月8日 第13回 次世代の分散型電力システムに関する検討会 資料4

第１章 総論
第１節 エネルギー・リソース・アグリゲーション・ビジネス

について
第２節 本ガイドラインの目的・範囲

第２章 評価方法
第１節 計測方法
第２節 下げＤＲの評価基準
第３節 上げＤＲの評価基準
第４節 逆潮流の評価基準
第５節 評価時間

第３章 報酬・ペナルティ

第４章 下げDRにおける供給元小売電気事業者との調整事項

40



41

⚫ ERABサイバーセキュリティガイドラインは、アグリゲーターをはじめとするERAB事業者が
取り組むべきサイバーセキュリティ対策を整理したもの。

⚫ 2017年に初版を策定し、2025年5月に改定版（Ver 3.0）を公表。

• ERABに参画する各事業者が実施すべき最低限のサイ
バーセキュリティ対策の要求事項を示したガイドライ
ンであり、各事業者はガイドラインを踏まえて、自ら
の責任においてセキュリティ対策を講ずることが求め
られる。

• ガイドラインの記載事項は、実装を必須として義務づ
けられる【勧告】と、実装を検討すべき内容である
【推奨】に分類される。

• 【勧告】：ERAB事業者は、脆弱性対策情報の利用者へ
の通知の実施や、脆弱性対策情報・脅威情報の共有の
取組について定め、それについて協力することが求め
られる。

• 【推奨】：ERABシステムは、取り扱うハードウェアと
それが保有するデータの機密性、完全性、可用性の３
要件に留意したシステム設計を行うことが求められる。

ERABサイバーセキュリティガイドライン

1. はじめに

2. ガイドラインの位置づけ

3. ERABシステム
3.1. ERABシステムの構成
3.2. ERABシステムが留意すべき基本方針
3.3. ERABシステムが想定すべき脅威
3.4. ERABシステムが維持すべきサービスレベル
3.5. ERABシステムにおけるシステム重要度の分類
3.6. ERABシステムにおけるサイバーセキュリティ対策
3.7. 取扱情報の差異や動作環境の差異によるERABシステ

ムの設計
3.8. 標準対策要件に基づく詳細対策要件の設計
3.9. ガイドラインの継続的改善

4. 本ガイドラインを踏まえた各事業者における対策の在り方
4.1. ERABに参画する各事業者によるPDCAサイクルを用

いた継続的なセキュリティ対策の実施

ガイドラインの位置づけ

ガイドラインの基本方針

ガイドラインの構成
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⚫ 単一の機器に複数の異なる仕様のプロトコルスタックを共存させる方法を用いて、複数の異
なる事業者（リソースアグリゲーター、機器メーカー等サードパーティ）が、同一のERAB
制御対象のエネルギー機器との通信・制御を実施するユースケースを追加。

⚫ 機器メーカー等サードパーティのコントローラーを経由して、直接または需要家側のルータ
経由でのERAB制御対象のエネルギー機器との通信・制御を実施するユースケースを追加。

※1 アグリゲーターは役割によってアグリゲーションコーディネーターとリソースアグリゲーターに分類され、小売電気事業者が自らこの役割を担う場合も考えられる。
※2 機器メーカー等サードパーティのコントローラーを経由してGWと通信する場合はR4、機器メーカー等サードパーティのコントローラーを経由してERAB制御対象のエネルギー機器と通信する場合は、R6となる。
※3 HEMSやBEMSと連携する場合もある。
※4 単一の機器に、複数の異なる仕様のプロトコルスタックが共存する場合がある。

ERABシステムの

追加箇所

【参考】ERABサイバーセキュリティガイドラインVer3.0 
主な改定箇所（2025年5月22日改定）

（出所）エネルギー・リソース・アグリゲーション・ビジネスに関するサイバーセキュリティガイドライン Ver3.0
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【参考】予算支援（令和7年度補正予算要求）

（出所）経済産業省 令和7年度補正予算の概要
https://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_fy2025/hosei/index.html

https://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_fy2025/hosei/index.html


１．総論
本WGにおける議論内容

２．分散型エネルギーリソース拡大に向けた取組状況
（１）需要側リソース
（２）供給側リソース

３．検討事項
（１）需要側リソース
（２）供給側リソース

（参考）過去の検討会等における取りまとめ資料一覧

44
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定置用蓄電システムの重要性及び活用のあり方

⚫ 再生可能エネルギーの主力電源化を進める中で、電力の安定供給と脱炭素化の両立を図って
いくためには、再エネで発電した電気を貯蔵できる定置用蓄電システムの導入を進めること
が重要。

⚫ 系統用蓄電システムについては、主に再エネの出力整形、系統の調整力といった役割が期待。

⚫ 再エネ併設蓄電システムについては、主に再エネの出力制御の抑制といった役割が期待。

（出所） 2025年７月22日 2025年度第１回 定置用蓄電システム普及拡大検討会 資料４より抜粋



定置用蓄電システムの導入状況

⚫ 定置用蓄電システムの導入量は増加している。

（出所） 2024年度 定置用蓄電システム普及拡大検討会とりまとめ（2025年３月７日）
46
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系統用蓄電池についての実証試験の経緯

⚫ 2013~2018年にかけて、全国４か所（北海道・宮城・福島・福岡）において、変電所に大
型蓄電池を補助事業として導入し、最適な制御・管理手法・技術の確立のための実証試験を
実施。

（出所）2021年9月 総合資源エネルギー調査会 発電コスト検証ワーキンググループ 報告書（資料1）
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電気事業法における系統用蓄電池の位置づけ

⚫ 2022年の電気事業法改正において系統用蓄電池の扱いを明確化。1万kWを超える系統用蓄
電池から放電する事業を「発電事業」に位置づけ、系統への接続環境を整備。

（出所）2021年12月27日 第43回 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会 資料5-1
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蓄電池等事業者・自己等への供給に係る法令上の解釈

（出所）2025年12月17日 第4回 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 回次世代電力・ガス事業基盤構築小委員会 資料４ー１

⚫ 蓄電池等の政策的意義なども踏まえ、蓄電池等事業者に対する電気の供給については、系統
利用が認められる。

⚫ 小売電気事業者等がその事業の一環として自己等に対して電気の供給を行う場合については、
小売供給に含まれる。

と解釈を明確化した。
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【参考】蓄電システムの例

（出所）2025年11月28日 第7回 電力システム改革の検証を踏まえた制度設計ワーキンググループ 資料７
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蓄電池における託送料金の特別措置

⚫ 蓄電池を介した電気の供給については、託送料金が二重で課されることを避ける観点から、
「蓄電ロス分」及び「放電分」にのみ託送料金を課すことができる特別措置を講じている。

（出所）2023年12月26日 第68回 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会 資料4



蓄電池の安全性規律確保に関わる制度改正
⚫ 令和６年３月に鹿児島県でリチウムイオン蓄電池の爆発・火災による事故が発生したこと

を受け、事故防止を図るため、電気設備の技術基準の解釈（20130215保局第４号）を改
正し、JIS C 8715-2(2024)※1を引用することで、電気事業法上の技術基準を明確化し
た（本年11月20日施行）。

⚫ また、系統用蓄電池や、発電所に併設される電力貯蔵装置等について、電気事業法上の事
故報告の対象に追加した（本年11月20日施行）※２ 。

※１:安全性に関する試験を規定しており、日本規格協会が発行している規格

※２:電気関係報告規則(昭和40年通商産業省令第54号)、主要電気工作物を構成する設備を定める告示(平成28年9月23日経済産業省告示第238)を改正

52

○電気設備の技術基準の解釈（20130215保局第4号）
第2章 発電所、蓄電所並びに変電所、開閉所及びこれらに準ずる場所の施設 
【リチウムイオン蓄電池の施設】（省令第4条、省令第8条） 

第44条の２ 発電所、蓄電所又は変電所若しくはこれに準ずる場所に施設するリチウムイオ
ン蓄電池は、日本産業規格 JIS C 8715-2（2024）「産業用リチウム二次電池の単電池及び電池
システム－第2部：安全性要求事項」の「6 型式試験」に規定する方法により試験を行ったと
き、これに適合するものであること。

【参考】蓄電池の安全性規律確保に関わる制度改正内容（技術基準の明確化）



系統用蓄電池の都市計画法における開発許可制度上の取扱い

（出所）系統用蓄電池の開発許可制度上の取扱いについて （技術的助言）（国土交通省都市局）https://www.mlit.go.jp/toshi/city_plan/content/001883478.pdf

⚫ 系統用蓄電池の導入拡大の状況を踏まえ、国土交通省より、各都道府県、指定都市等の開発
許可権者に、都市計画法における、電気事業法上の電気事業の用に供する電気工作物に該当
しない系統用蓄電池の取扱いについて、危険物の貯蔵に供する工作物として、都市計画法
（昭和 43 年第 100 号）第４条第 11 項に規定する第一種特定工作物に該当し得ると考え
られる等の技術的助言が2025年に通知され、開発許可の対象となることが明確化された。

53

https://www.mlit.go.jp/toshi/city_plan/content/001883478.pdf
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系統用蓄電池等の導入支援補助金の概要

⚫ 2021年度補正予算から継続して系統用蓄電池等電力貯蔵システム導入支援事業を実施。

⚫ 2025年度は、GX経済移行債を活用した予算として、後年度負担分も含め、系統用蓄電シス
テムの導入支援に400億円の予算を措置。

⚫ 本予算は、①排出削減及び産業競争力強化に資する「GX推進」の観点、②蓄電池のライフサ
イクル全体での資源循環を意識した取組や安全性の確保等を踏まえた「健全な蓄電システム
の導入」の観点、から事業を進める。

（出所）2024年11月19日 第2回 蓄電池産業戦略推進会議 資料3



系統用蓄電池導入補助事業における審査項目

⚫ 系統用蓄電池補助金においては、「GX推進」に資すること、「健全な蓄電システムの普及拡
大に資する事業規律確保」の２点から、要件及び採点審査項目を設定。

⚫ GXリーグへの加入又はそれと同等の取組

⚫ サプライチェーン全体でGX実現に向けた取組を促進することの表明

⚫ 当該製品に関連した企業の成長(例：コスト競争力の向上、海外市場の獲得)につながる今後の方針策定

⚫ 必要な人材確保に向けた取組(例：継続的な賃上げ)

⚫ 廃棄物処理法に基づく広域認定の取得

⚫ 安全性規格に関する第三者認証の取得や耐類焼性の確保

⚫ 過去の発煙・発火に類する事故の原因及び対策の提出

⚫ 定期的かつ適切な保守管理体制の確保

⚫ 各種ガイドライン等に基づいた適切かつ十分なサイバーセキュリティ対策の実施や、JC-STAR制度の★１の認定を
取得した製品の使用

⚫ 早期復旧や原因解明可能な体制の整備や代替する主要部品の供給拠点整備などのレジリエンス性の確保

⚫ 消防法等の適用各種法令等に準拠した計画・設備導入や、保安体制・事故検知設備の設置による公衆安全の
確保

GX推進

健全な蓄電システムの普及拡大に資する事業規律確保
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系統用蓄電池等の導入支援補助金の採択実績

⚫ 令和３年度補正事業以降の４事業で、系統用蓄電池を合計57件、交付決定額約667億円、出
力容量約82万kW相当を採択。

⚫ 採択した系統用蓄電池について、2025年３月末時点で11件、約13万kWが商業運転開始。

導入支援事業による系統用蓄電池の交付決定案件数

（出所）環境共創イニシアチブ 令和３年度補正、令和４年度補正、令和５年度当初、令和６年度当初 系統用蓄電池等導入支援事業

R3補正 12 R3補正 12 R3補正 12 R3補正 12

R4補正 15 R4補正 15 R4補正 15

R5当初 3 R5当初 3

R6当初 27 

12

27
30

57

R３補正 R４補正 R５当初 R６当初

※ 系統用蓄電池に加え、R３補正事業にて水電解装置を１件採択している。
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容量市場における蓄電池の状況

⚫ 容量市場は、将来の供給力（kW）を取引する電力市場。蓄電池は、応動時間が短いといった
特徴があり、適切な管理の下では将来の供給力の見通しが立ちやすいため、容量市場におい
て、市場取引がしやすい電源と考えられている。

⚫ 2023年度開催メインオークションから安定電源としても、蓄電池が応札可能となり、2024
年度開催メインオークションでは、蓄電池は24万kW（全体の0.1%）を応札し全量落札。

（出所）電力広域的運営推進機関 容量市場メインオークション約定結果（対象実需給年度：2026, 2027, 2028年度）各資料を基に資源エネルギー庁作成
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メインオークションにおいて安定電源として応札した蓄電池容量 [万kW] 2024年度の発電方式別の応札容量比率



長期脱炭素電源オークションの概要

⚫ 脱炭素電源への新規投資を促進するべく、脱炭素電源への新規投資を対象とした入札制度
（名称「長期脱炭素電源オークション」）を2023年度から開始。

⚫ 具体的には、脱炭素電源を対象に電源種混合の入札を実施し、落札電源には固定費水準の容
量収入を原則20年間得られることとすることで、巨額の初期投資の回収に対し、長期的な収
入の予見可能性を付与する。

（出所）2025年6月23日 第104回 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 次世代電力・ガス事業基盤構築小委員会 制度検討作業部会 資料3
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長期脱炭素電源オークションにおける蓄電池の落札実績

⚫ 長期脱炭素電源オークションの第１、２回入札では蓄電池は合計246.2万kWが落札。

⚫ 各回とも、応札容量は落札容量を大幅に上回る水準。
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40.9 (23%)
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第１回（2023年度） 第２回（2024年度） 第１，２回合計

長期脱炭素電源オークションにおける蓄電池の応札容量・落札容量 [万kW]

（括弧内）：落札率

不落札容量

落札容量

（出所）電力広域的運営推進機関 容量市場 長期脱炭素電源オークション約定結果（応札年度：2023年度（2024年4月26日公表）、
2024年度（2025年4月28日公表））を基に資源エネルギー庁作成
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長期脱炭素電源オークションにおけるLDESの対象電源への追加

⚫ 第３回長期脱炭素電源オークション（応札年度：2025年度）の募集要綱（案）において、長
期エネルギー貯蔵システム（LDES）を応札対象電源として新たに追加。

⚫ 本オークション(応札年度：2025年度)における脱炭素電源の募集量は500万kW※1であり、
このうち揚水式水力(新設に限る)・蓄電池(リチウムイオン蓄電池以外の蓄電池に限る)・長
期エネルギー貯蔵システム（LDES）は合計で40万kW ※1※2を募集量の上限としている。

長期脱炭素電源オークション（応札年度：2025年度）の募集量

※１ 応札容量ベース ※２ 募集上限を超えて落札される場合は「募集上限の２倍」を跨ぐ電源以下に限定

（出所）2025年5月28日 第103回 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 次世代電力・ガス事業基盤構築小委員会 制度検討作業部会 資料3-3
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需給調整市場で取り扱う商品と導入スケジュール

⚫ 2024年度より需給調整市場の全商品区分の取引が開始された。

（出所）2024年４月22日 第91回 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 次世代電力・ガス事業基盤構築小委員会制度検討作業部会 資料４
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系統用蓄電池の需給調整市場における応札状況

⚫ 需給調整市場に応札する系統用蓄電池リソース数は2025年９月には39件に到達しており、
増加し続けている。

（出所）2025年10月29日 第108回 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 次世代電力・ガス事業基盤構築小委員会 制度検討作業部会 資料4
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系統用蓄電池の需給調整市場における約定単価

（出所）2025年10月29日 第108回 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 次世代電力・ガス事業基盤構築小委員会 制度検討作業部会 資料4

⚫ 需給調整市場における系統用蓄電池の約定単価は、他電源と比較して高い状況が続いている。
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系統用蓄電池のユースケース及び事業収益性の評価

⚫ 定置用蓄電システム普及拡大検討会とりまとめにおいては、様々なユースケースが想定され
る系統用蓄電池について、典型的なパターンにおける事業収益性を評価し現状と課題を把握
した。

（出所） 2024年度 定置用蓄電システム普及拡大検討会とりまとめ（2025年３月７日）
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系統用蓄電池等を活用したフレキシビリティ技術開発

⚫ ローカル系統におけるDER活用の課題を踏まえ、系統用蓄電池による系統混雑緩和の費用便
益評価等の調査とともに、系統用蓄電池による逆潮流混雑緩和を実現するための技術開発・
実証をNEDOにて実施中。

（出所）2024年9月30日 第69回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会
再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 資料2



定置用蓄電システム普及拡大検討会の取組

⚫ 2024年度に全５回開催した定置用蓄電システム普及拡大検討会において、定置用蓄電システ
ムの健全な普及拡大に向けた課題を整理した。

66

家庭用蓄電システムの現状の課題 業務・産業用蓄電システムの現状の課題

系統用・再エネ併設蓄電システムの現状の課題 LDESの現状の課題

（出所） 2024年度 定置用蓄電システム普及拡大検討会とりまとめ（2025年３月７日）



定置用蓄電システムの課題と今後の取組の方向性

⚫ 定置用蓄電システムの健全な普及拡大に向け、導入進展による環境変化を踏まえ、「安全
性・持続可能性の確保」、「早期の運転開始」、「事業収益性の確保」という課題に対する
取組を進めていく。

（出所）2025年6月2日 第69回 総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会 資料1 67
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系統用蓄電池におけるサイバーセキュリティ対策の強化

⚫ 系統用蓄電池におけるサイバー攻撃等への対策の重要性を踏まえ、導入支援事業や長期脱炭
素電源オークションの要件として、導入予定の制御システム関連機器についてJC-STAR制度
の★１の取得を要件化することで、サイバーセキュリティ対策を強化。

（出所）2025年6月23日 第104回 総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 次世代電力・ガス事業基盤構築小委員会 制度検討作業部会 資料3



69（出所）2025年12月16日 電力広域的運営推進機関 第20回 グリッドコード検討会 資料４

⚫ サイバーセキュリティ対策の強化のため、系統連系技術要件において、蓄電池を含めた分散
型電源についてJC-STAR制度における★１を取得した製品を用いることを要件化。

系統連系技術要件におけるサイバーセキュリティ対策要件化
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系統用蓄電池の系統接続状況

⚫ 2025年９月末時点の系統用蓄電池の系統接続状況として、契約申込みは約2,431万kW、連
系済み量は約50万kWとなっており、導入が進展している。

連系済み

契約申込み

各月末時点の契約申込み量及び連系済み量の推移 [万kW]

（出所）総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 次世代電力
系統ワーキンググループ、系統ワーキンググループの各種資料、各一般送配電事業者の公開資料より資源エネルギー庁作成
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新たな案件組成スキームの登場

⚫ 運用権のオフテイク契約を活用し、国や地方自治体の支援制度等を活用することなく、プロ
ジェクトファイナンスの組成を受けた系統用蓄電所の開発も進められている。

（出所）東京ガス株式会社 ホームページ：https://www.tokyo-gas.co.jp/news/press/20240424-01.html

オフテイク契約を活用した開発・運用のスキームの事例

https://www.tokyo-gas.co.jp/news/press/20240424-01.html


FIP制度における再エネ併設蓄電池の導入

⚫ 特に太陽光・風力といった自然変動電源においてFIP制度を活用する場合、蓄電池
を併設することにより、需給バランスの維持に貢献しながら、事業全体の期待収入
を高めることが可能。

（出所）2025年6月3日 第74回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 資料1
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FIP制度における再エネ併設蓄電池の促進策（１/４）

（出所）2023年12月19日 第58回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 資料1

⚫ FIP電源の併設蓄電池について、蓄電池の稼働率向上の観点から、先行的に2024年度以降に
新規認定を受けたFIP電源を対象として、系統からの充電が可能とされた。

73



⚫ 2025年４月より、FIP併設蓄電池における系統充電を認める対象範囲が拡大されるととも
に、FIP電源由来の電力量について非FIT非化石証書の発行も可能とされている。

74
（出所）2025年11月12日 第77回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 資料1

FIP制度における再エネ併設蓄電池の促進策（２/４）



FIP制度における再エネ併設蓄電池の促進策（３/４）

⚫ FIP移行案件の事後的な蓄電池の設置を更に後押しする観点から、2025年４月より、実際
の潮流を踏まえた新たな価格算定ルールが適用されている。

75
（出所）2025年11月12日 第77回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 資料1



FIP制度における再エネ併設蓄電池の促進策（４/４）

⚫ FIP移行案件の増加に伴うニーズの高まりを踏まえ、太陽光発電においてFIP移行時に併せて
蓄電池を設置する場合の手続について、2025年9月より、一部運用を変更し、手続の迅速化
が図られている。

76
（出所）2025年11月12日 第77回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 資料1



アグリゲーターとFIP事業者のマッチングの促進

⚫ FIP制度の更なる活用促進のため、アグリゲーターとFIP事業者のマッチング・プラット
フォームが設立され、2025年９月末より、掲載依頼のあったFIP事業者向けのアグリゲー
ション・プランの掲載が開始されている。

（出所）第77回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 資料1
77
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再エネ併設蓄電池の導入支援補助金の採択実績
⚫ 令和４年度補正事業以降の４事業※で、再エネ併設蓄電池を合計33件、交付決定額約105億

円、蓄電池容量約32万kWh相当を採択※※ 。

⚫ 採択した再エネ併設蓄電池について、2025年３月末時点で３件、約0.7万kWhが商業運転開
始。

再エネ併設蓄電池導入支援事業による蓄電池の交付決定案件数

（出所）太陽光発電協会 令和４年度補正、令和６年度当初 需要家主導型太陽光発電導入支援事業 再生可能エネルギー電源併設型蓄電池導入支援事業
博報堂コンソ 令和5年度補正予算 需要家主導型太陽光発電導入支援事業

令和5年度補正予算 再生可能エネルギー電源併設型蓄電池導入支援事業
環境共創イニシアチブ 令和6年度補正 再生可能エネルギー電源併設型蓄電システム導入支援事業

※ 需要家主導型太陽光発電導入支援事業における蓄電池支援を含む。 ※※ 事業完了した令和４年度補正予算事業については実績ベース。

R4補正  2 R4補正  2 R4補正  2 R4補正  2

R5補正 10 R5補正  10 R5補正  10

R6当初  9 R6当初  9

R6補正  12

R4補正 R5補正 R6当初 R6補正
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１．総論
本WGにおける議論内容

２．分散型エネルギーリソース拡大に向けた取組状況
（１）需要側リソース
（２）供給側リソース

３．検討事項
（１）需要側リソース
（２）供給側リソース

（参考）過去の検討会等における取りまとめ資料一覧
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⚫ 需要側リソースについては、特定卸供給事業者（アグリゲーター）制度が創設されたこと、DR実証等により遠隔制御技術やアグ
リゲーションの管理手法等が確立されたこと、取引のためのビジネス環境整備がなされたこと等により、アグリゲーターが事業
参入し、電力市場での取引参加もされるようになっている。

⚫ 一方、需要側リソースのうちDRは、市場取引のみならず小売事業者による活用（いわゆる経済DR）の形態でも行われており、事
業実態としてDRがどの程度行われているか正確な量は把握できていない。

⚫ また、需要側リソースのうち、特高・高圧については、低圧と比較して相対的に取引ロットは大きく、エネルギー管理指定工場
等においては省エネ法に基づく定期報告も義務づけられていることから、市場取引や経済DRが進んでいる。一方、低圧リソース
は出力や容量が小さいため、取引するにはリソースを束ねる（アグリゲート）必要があるところ、DR対応機器やその普及台数が
少ないことや需要家によるDRの意義や効果への理解が不十分（認知不足）等により、アグリゲーターはリソースを十分に集めら
れず、電力市場での活用（電力システムへの貢献）は十分には進んでいない。

⚫ 需要側リソースは、電力システムに対して副次的に貢献するリソースであり、その導入量が、需要シフトの効果を通じて、需要
家の便益を損なうことなく、電力システムにおいて活用することが可能。また、蓄電池等の需要側リソースは余剰電力に対する
バッファー機能を担うことから、系統増強を抑えつつ、再エネ導入を拡大することができる。

⚫ こうした需要側リソースの特徴や課題を踏まえて、需要側リソースの導入支援のあり方や、DRの諸課題に対する対応（実績把握、
リテラシー向上、 機器のDRready化、DRに対するインセンティブ化等）の検討を行う。
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需要側リソースの検討事項

現状

課題

検討事項



ビ
ジ
ネ
ス
環
境
の
整
備

新
た
な
価
値
の
創
出

ビジネス
モデルの確立

収益機会の
拡大

技術実証等

DR要件や
評価基盤の

整備

• ERABガイドラインにおいてビジネス上の
基本原則を整理し、同セキュリティガイ
ドラインにおいてセキュリティ対策を整理

•電事法でアグリゲーターを「特定卸供
給事業者」に位置付け

•省エネ法に基づく大規模事業者への
DR実施日数の報告義務化

•需要側蓄電池の目標価格や導入見
通しの策定

• DER活用に向けた市場環境整備
（容量市場、需給調整市場等）

• DR可能な家庭用・業務産業用蓄電
池に対する導入支援

• DERや再エネを活用したアグリゲーショ
ン実証

•系統混雑緩和に向けた実証（送電フ
レシキビリティ等）

•本来用途を加味した機器の
DRready要件の検討

• DR量算定のためのベースラインの設定
方法の整理

これまでの取組の効果 課題

需要側リソースの取組と課題
⚫ 2022年の特定卸供給事業者制度の創設や、需給調整市場における機器個別計測の2026年度開始など、電力シ

ステムにおける分散型エネルギーリソース（DER）の有効活用に向けた環境整備が進展。

⚫ また、家庭用蓄電池等の導入支援やDRready要件化等を通じて、DRリソースの導入を促進。

• アグリゲーター数の着実な増加：
合計129社、契約容量約5,300MW
（2025年11月時点）

• 2023年度の家庭用蓄電池価格は
12.2万円/kWh、業務産業用蓄電池
は10.6万円/kWhまで低減。需要側蓄
電池の2023年度時点の累積導入量は
8GWh程度に到達。

•市場におけるDER活用の拡大

• 2026年度より需給調整市場における低
圧リソースの活用、及び機器個別計測を
開始

•蓄電池導入促進によるDRリソースの拡
大及び蓄電池の価格低減

• アグリゲーションビジネスの多様化（新た
なビジネスモデルの商用化）

• HP給湯機、家庭用蓄電池、ハイブリッド
給湯機のDRready要件策定

•標準ベースラインとしての「High 4 of 5」
の推奨

•小規模需要家のDRポテンシャルを適
切に活用するための、DRのステークホル
ダー(需要家、事業者、自治体等)のリ
テラシー醸成

•足元のDR実施状況を把握し、DR施
策に適切に反映するための、DRの定
量実績の把握

•需要側蓄電池の導入における経済性
の定量評価、ユースケースの確立

•需給調整市場における機器点リソース
の活用に向けた対応

• DRに対するインセンティブ等の検討

•実証結果の社会実装を通じた、アグリ
ゲーションビジネスのユースケースの拡大
と収益性向上

•次世代スマートメーターを活用したDR
の技術構築

• DRリソースの拡大に向けて、家庭用燃
料電池等のDRready要件の検討

• PVや需要側リソースの有効活用に向
けた、機器特有ベースラインの検討

主な取組
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（2024年9月3日 第46回省エネ小委員会）

• DRreadyについて、機器だけDRreadyにしても進まない。本当の意味でのDR化を進めるには包括的な取組が必要なのだと
思う。例えば電気料金の魅力を高めるという制度も必要であろうし、需給調整市場自身が魅力のあるものである必要があろ
うし、配電網の混雑情報についての見える化も必要であり、いろんな機器と参加者、アグリゲーターも含めて、どういうふ
うに通信プロトコル、情報を共有するのか、その標準化が必要である。今、エネルギー機器の補助、これは広い意味なので、
例えばEVチャージャーとかバッテリーも、恐らくDR機能がついているかどうかは関係ない。そこのところについて、
DRreadyの要件と、そういう補助を組み合わせるということで、包括的にやっていかなければいけない。

• 電力系統の運用者にとっては、昼間に余っている大量の電力が系統に逆潮流してくるので、非常に迷惑だ。消費者にとって
も、電力系統運用者にとってもよくない。この逆潮流をどうやって、DRとかで自家消費にしていくか、蓄電池はもう少し。
ただ、小売事業者や何かとうまく連携してやらないと蓄電池の経済性は出てこないので、そこをもう一段踏み込んで制度設
計していくことを考えていただきたいと思う。

• DRreadyについて、現在EVの充電器が増えている。街中にあるEVの充電をうまくDRreadyの制度に組み込めないだろうか。
ビルのエネルギーの一次換算の際に、一次換算の係数を変えるということを既にされていると思うが、あれをうまく使うと、
PVが余剰のときに、なるべくこの充電器で電気を使っていただく。そうすると、安く充電できるとか、そういう形でうまく
連携すれば、EVの充電、街中のEVの充電がDRreadyに使えるのではないかと思う。あわせて、EVの充電器は、いろんな
メーカーがばらばらでやっていますので、もう少しフォーマットを統一していただけると使いやすくなると思う。急速だけ
ではなくて、緩速充電についても検討していただきたいと思う。

• ZEHと家庭用PVに関して、昼は太陽光発電で賄えるが、夜間は電気を買うということもある。蓄電池との組合せについて少
し調査をしているが、現状の蓄電池はまだかなり大きく場所を取るので、特に首都圏の戸建てスペースでは制約となり、価
格も高いのがネックなので、先ほどの技術開発と関わるが、性能改善とともに、小型化とリーズナブルな価格への流れを加
速できるような仕組みが一層求められると思う。

• 家庭におけるDRについて、 DRreadyの将来的な必要性については、理解はできているが、懸念は個人情報である。日本で
は、特にネット上での個人情報がきちんと保護されていないと指摘されている。そのため、検討に当たっては、やはりプラ
イバシー保護の課題など、丁寧な議論が必要だと思っている。このヒートポンプ給湯器における制度の具体的な検討は、技
術開発だけでなくて、プライバシー保護などの要件がそろうことも重要だということを忘れないでほしい。
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（出所）2024年9月3日 第46回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー小委員会 議事要旨

【参考】関連小委員会等における委員ご意見（需要側リソース）①
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（2024年7月26日 第45回省エネ小委員会）

• 一般消費者の受容性の問題。DRに対応する技術的要件がそろい、機器が全部市場にはそろっても、協力してくれる消費者は

ほとんどいないという事態にならないよう、電力会社との契約の問題及び消費者のメリットの問題などを解決していく方法

を考えていただくのが良いと思う。

• 機器のDRreadyが進んでも、消費者がDR化することへの経済的インセンティブが整わなければ、DRは進まないということ

を痛感している。カーボンニュートラルに向けた貢献などインセンティブは経済的なものだけとは思わないが、電気代が上

がっている社会の中で、社会全体のDRメリットが、消費者を含め関係するステークホルダーにうまく回るような環境づくり

が必要であると思う。

• DRについては、一般のご家庭での認知度はまだまだと感じている。DRを行う意義をしっかりインプットしていただくこと、

その上で導入のメリット・デメリット両方を示すことによって、ご家庭ごとに適切な判断ができるよう、国や事業者による

情報提供を手厚く行っていただくことを希望する。DRの意義を理解した消費者が具体的に取り組みやすい環境の一つとして、

上げ・下げのDRを組み込んだ多様な料金メニューの開発が必須。

• 需要家へのインセンティブが重要であり、特に昼間の電気料金の低減を強く期待したい。また、需要家側の取り組もうとい

う意欲の醸成にも時間がかかるので、家電の選択による不便や不安を取り除けるよう、データ等を利用し需要家に伝わる仕

組みをつくってほしい。

• 省エネ法において、工場の屋根等に設置するPVの促進の仕組みをつくることに賛同する。ただし、その際に設置されるPVが、

電力系統の負担にならず、むしろ系統安定化に貢献できるような制度とすることが望ましい。例えばPVと蓄電池を併設し、

昼間の余剰分を蓄電池に充電し、夜間に放電して、工場で利用すれば、単に余剰分を逆潮流するよりも、電力コストの削減

効果が大きくなるだけでなく、電力系統の運用者の助けにもなる。このようなシステム導入が高く評価されるような仕組み

が望ましい。

（出所）2024年7月26日 第45回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー小委員会 議事要旨

【参考】関連小委員会等における委員ご意見（需要側リソース）②
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（2024年11月28日 第71回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会）

• サイバーセキュリティー対策をしっかり行わなければいけない。

（2024年10月22日 第70回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会）

• ガバナンス体制等に関しては、サイバーセキュリティー対策の観点も重要ではないか。

（2024年9月30日 第69回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会）

• 工場や民間企業におけるDRについては、災害時のみならず、平常時から経済合理性の中で拡大していくことが原則。太陽光

発電の増加に伴い、昼間への電力需要シフトにインセンティブを与える必要があり、柔軟な電気料金メニューの設定や時間

別CO2排出原単位の導入などの仕組みの検討を加速させるべき。

• レジリエンスに関して、コストの高いマイクログリッドよりも、太陽光・蓄電池・EV等の需給双方のリソースを兼ね備えた

グリッド・インタラクティブな建物を増やす方が、運用も容易であり費用対効果も高いのではないか。

（2025年8月28日 第6回DRready勉強会）

• ECHONET Lite の改定は、タイトなスケジュールであると理解。サイバーセキュリティは重要な論点であり、サイバーア

タックで病院が狙われる事例も見受けられる。ビジネスになっているため攻撃対象になっていると思われ、脆弱性が顕在化

すると対応せざるを得ない。サイバーセキュリティについて本勉強会で議論したため、業界として議論する必要あり。開発

は大変だが、サイバーセキュリティの要求条件は全産業に対して必要であり、特にエネルギー産業は社会の基盤であるため、

実行する必要がある。家庭でも導入が始まっているため、個人にもサイバーアタックをかけてくる可能性あり。

（出所）2024年11月28日 第71回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 議事要旨
2024年10月22日 第70回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 議事要旨
2024年9月30日 第69回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 議事要旨
2025年8月28日 第6回 DRready勉強会 議事要旨

【参考】関連小委員会等における委員ご意見（需要側リソース）③



１．総論
本WGにおける議論内容

２．分散型エネルギーリソース拡大に向けた取組状況
（１）需要側リソース
（２）供給側リソース

３．検討事項
（１）需要側リソース
（２）供給側リソース

（参考）過去の検討会等における取りまとめ資料一覧
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⚫ 系統用蓄電池は、実証試験により最適な制御・管理手法・技術が確立、電気事業法において１万kWを超える系統用蓄電池から放
電する事業が「発電事業」として明確化、各電力市場の整備や導入支援事業等が進められたこと等により、導入が加速している。

⚫ 一方、導入加速に伴い激しい価格競争に陥り安全性や持続可能性が損なわれる懸念や、国内外の火災事例を踏まえ、導入支援事業
における審査項目や長期脱炭素電源オークションにおける参入要件の設定等により事業規律の確保に取り組んできた。

⚫ 安全性や持続可能性が確保された系統用蓄電池の導入を進めるために、導入支援事業等の支援制度を活用せず導入されるケースも
含めた事業規律の確保が重要。

⚫ 系統用蓄電池は、再生可能エネルギーの主力電源化が進む2040年においては日夜間等の再エネ出力の時間シフトとしての役割と
ともに、脱炭素化された調整力を供出する役割を担うことが期待されるが、現状は需給調整市場における調整力の供出に偏ってい
る。

⚫ また、安定供給と脱炭素化の実現に向けた役割と責任を果たしていくためには、長期にわたる安定的な事業継続を促す事も重要。

⚫系統用蓄電池の系統連系の申請が増加していることから、系統接続が長期化している。脱炭素化されたフレキシビリティとして期
待される系統用蓄電池の導入促進のため、系統接続を早期化するための施策の検討・導入が必要。
※次世代電力系統ワーキンググループで議論

⚫ 各種支援制度外で導入される蓄電池も含め、安全性等の求めるべき事業規律について検討する。

⚫ 蓄電池に関して、2040年度におけるエネルギー需給の見通しに対応した政策判断が必要である中、その見通しに対応した将来の
導入量や期待役割についての分析を踏まえた上で、長期にわたる安定的な事業継続を促すような方策を検討する。
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供給側リソースの検討事項

現状

課題

検討事項



健全な
蓄電池
製品の
普及

接続環境
の整備

事業環境
の整備

• 定置用蓄電システム普及拡大検討会において、
健全な普及拡大に向けた課題と対策を議論

• 補助金等の導入促進策において、安全性やレ
ジリエンス等の対策を要件化

• JC-STARを支援制度の要件に追加

• 電事法の電技解釈を改正し、蓄電池の安全
性に係る技術基準を明確化

• 蓄電池に関する各種規定類の整備（電気事
業法、グリッドコード等）

• 日本版コネクト&マネージへの蓄電池の統合(ノ
ンファーム型接続等)

• 系統増強を回避する接続環境の整備（N-1
充電停止装置による運用容量拡大、北海道
における充電制御装置の適用、早期連系追
加対策）

• 系統用蓄電池の実証試験による技術確立
• 電気事業法における発電事業としての明確化
• 容量市場や需給調整市場等の市場の整備
• 託送料金の特措の適用
• 導入見通しの公表
• 系統用蓄電池の導入補助を通じた支援
• 長期脱炭素電源オークションにおいて蓄電池・
LDESを応札対象電源に設定

• ユースケース、収益性に関する分析の実施
• 系統混雑緩和に関する実証事業

主な取組 現状と課題

• 過度な価格競争に陥り、安全性や持続
可能性が損なわれるリスク

• サイバーセキュリティリスク及び対策の検討
や系統用蓄電システム等の安全性の確
保や保守の在り方に関する基準等の検
討

• 系統用蓄電池をはじめとする発電等設
備の迅速な系統連系を実現するための
規律強化

• 系統用蓄電池の柔軟性や機動性を考
慮した需要側の接続ルールの見直し

• 蓄電池の接続が一般需要の接続と競合
し、一般需要の接続が遅延することにより
生じる経済活動等への影響解消

• 電力システムにおいて系統用蓄電池に期
待される役割と足元の活用状況の整合
等を踏まえた活用のあり方の検討

• 長期で安定した事業運営を促す方策の
検討

⚫ 特に、系統用蓄電池に関しては、電力市場の整備や系統用蓄電池の導入促進策等により導入が進展しているが、
安全性等の事業規律の確保等の課題への対応が必要。

• 定置用蓄電システムの健全な普及拡大に向
けた課題・対策を取り纏め

• 導入補助金にて、安全性やレジリエンス等の
観点を評価の上で系統用蓄電池を計57件
交付決定

• 蓄電池の接続環境の整備により、2025年９
月末時点で約50万kWの系統用蓄電池が連
系

• 系統増強の回避のための環境整備により接続
の迅速化に寄与

• これまでの導入補助により計57件の系統用蓄
電池を交付決定

• 第１、２回の長期脱炭素電源オークションに
て蓄電池が計246.2万kW落札

• 2024年度開催容量市場メインオークションで
は、蓄電池（安定電源）は24万kW（全体
の0.1%）を落札

• 2025年９月時点で39件の系統用蓄電池が
需給調整市場に応札

これまでの取組の効果

供給側リソースの取組と課題
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（2024年９月30日 第69回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会）

• 海外の蓄電池等は相当程度安価となっている一方で、国内では仕様や工事等の日本独自の要因により費用の下げ止まりが生

じていないか、整理が重要。

（2024年５月29日 第62回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会）

• 今後参入拡大が想定される蓄電池ビジネスが、持続可能で信頼される事業として自立していけるよう、適切な規律や制度の

検討をお願いしたい。

（出所）2024年９月30日 第69回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー小委員会 議事要旨
2024年５月29日 第62回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー小委員会 議事要旨

【参考】関連小委員会等におけるご意見（供給側リソース）①
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（2024年12月２日 第53回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 再生可能エネルギー大量導入・

次世代電力ネットワーク小委員会 系統ワーキンググループ）

• 蓄電池の接続検討等の受付状況について、長期脱炭素オークションとも連携して長期脱炭素オークションの電源がどこにど

の程度導入されているのかといった情報も整理をお願いしたい。また、接続検討及び接続契約の量は足元の累積値を出して

いるが、ヒストリカルデータとして月次の推移を示してもらいたい。長期脱炭素オークションの蓄電池は、ある程度制御を

求められるような運用が前提にされているので、あまりにも制御できない蓄電池ばかり入ってくることがないかというのを

気にしている。

（2024年９月18日 第52回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 再生可能エネルギー大量導入・

次世代電力ネットワーク小委員会 系統ワーキンググループ）

• FIT よりも FIP の方が需給バランスへの貢献の面で優れているという指摘は尤も。他方、現時点で FIP も併設蓄電池があま

り導入されていないこと等から、通常の時間帯で FIP は需給調整にほとんど貢献していないのが残念な実態である。そのた

め、蓄電池導入が必須であり、エネ庁から支援もいただいているが足元の事業者からは設置スペースの問題や採算が取れな

い等の課題があり導入が進んでいないものと思料。課題を分析の上、思い切った対策を講じていただきたい。

（2024年５月24日 第51回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 再生可能エネルギー大量導入・

次世代電力ネットワーク小委員会 系統ワーキンググループ）

• 系統用蓄電池の「収益機会の拡大」について、蓄電池が社会的価値に見合う収益の未整理や制度の未整備によって十分な収

益が得られないということであれば、これらを整理して十分な収益を確保できるようにすることには賛成。一方で、この言

葉がむやみに一人歩きして、社会的価値に見合うもの以上の収益について拡大させることが良いのか、または縮小させるの

がいけないのかということはケーズバイケースであると考える。また、この言葉を引き合いにされて、いろいろな制度改革

に反対されるのはかなわない。需給調整市場を例に挙げていたのはまさしくこのことだと考えており、この点事務局は正し

く説明しており安心している。例えば需給調整市場での募集量を減らすといった議論がある時に、社会的価値がないか到底

コストに見合わないものを減らしていくということに対して、収益機会を減らすことになるとか収益機会を維持すべきであ

るといった意見が出てくることを心配している。

（出所）2024年12月２日 第53回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 
再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 系統ワーキンググループ 議事要旨
2024年９月18日 第52回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 
再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 系統ワーキンググループ 議事要旨
2024年５月24日 第51回 総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 
再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 系統ワーキンググループ 議事要旨

【参考】関連小委員会等におけるご意見（供給側リソース）②
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（2025年７月22日 2025年度第１回 定置用蓄電システム普及拡大検討会）

• 蓄電システムは電力市場での活用に加え、将来的には、系統の混雑緩和としての活用など更なる活躍が期待されることを踏

まえると、サイバーセキュリティ対策は重要であると認識。一斉に攻撃をされた際には、大規模な停電の懸念等があり、そ

の懸念の払拭するような対策が重要。

（2025年１月30日 2024年度第５回 定置用蓄電システム普及拡大検討会）

• 現状導入されている蓄電池の多くが適切な裕度を有しておらず、10年間適切に稼働可能かが不明である。また、設置後の火

災リスクのチェックも十分ではない。設置の際のルール・マニュアルを業界団体や関係者が協力して整備をしているところ

であり、こうした取り組みが安定稼働のポイントになると考えている。 

• 系統用蓄電システムの普及拡大を目的とした制度としては、補助金の他、長期脱炭素電源オークションもあり、応札結果や

落札した案件の事業化の進捗状況も踏まえながら随時制度設計を見直していくべきと考えている。補助金と長期脱炭素電源

オークションの両者をどのように効果的に位置付けていくかが重要である。コスト削減をして事業性を確保するという観点

とエネルギー安全保障という観点の両方が重要であり、両制度がどのように貢献するか議論を続けるべき。

• 様々な導入支援のもと、系統用蓄電池は今後導入量が増えていくと考えているが、無計画に増加すると適切に活用ができず、

社会コストの削減に寄与出来ない可能性がある。

（2024年11月11日 2024年度第４回 定置用蓄電システム普及拡大検討会）

• 事業者の系統用蓄電池の投資判断基準として、需給調整市場の状況を想定した収益性を前提に判断されるケースがあるよう

だが、本来蓄電池は需給調整市場メインで運用されるべきではないと考えている。卸電力市場で 7~8 割を取引し、残りを

需給調整市場や容量市場等でマネタイズしていくことが本来の姿ではないか。欧州、カリフォルニア州でも卸電力市場メイ

ンで蓄電池が活用されている。正しい示唆が出るような取りまとめをお願いしたい。

（出所）2025年７月22日 2025年度第１回 定置用蓄電システム普及拡大検討会 議事要旨
2025年１月30日 2024年度第５回 定置用蓄電システム普及拡大検討会 議事要旨
2024年11月11日 2024年度第４回 定置用蓄電システム普及拡大検討会 議事要旨

【参考】関連小委員会等におけるご意見（供給側リソース）③



１．総論
本WGにおける議論内容

２．分散型エネルギーリソース拡大に向けた取組状況
（１）需要側リソース
（２）供給側リソース

３．検討事項
（１）需要側リソース
（３）供給側リソース

（参考）過去の検討会等における取りまとめ資料一覧
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【参考】過去の検討会等における成果物一覧

検討会等 時期 名称 概要 URL

次世代の分散型電
力システムに関す
る検討会

2023年3月
次世代の分散型電力システム
に関する検討会中間とりまと
め

分散型リソースの価値発掘や分散型リソースの価値
評価、分散型システム構築に関する議論や今後の進
め方を整理

https://www.meti.go.jp/shingik
ai/energy_environment/jisedai
_bunsan/pdf/20230314_1.pdf

定置用蓄電システ
ム普及拡大検討会

2025年3月
蓄電システム普及拡大検討会
結果とりまとめ

定置用蓄電池の現状認識や収益性分析結果及び普及
拡大に向けた課題の整理

https://www.meti.go.jp/shingik
ai/energy_environment/storag
e_system/pdf/20250307_1.pdf

①検討会とりまとめ

②ガイドライン

検討会等 時期 名称 概要 URL

次世代の分散型電
力システムに関す
る検討会

2025年5月

エネルギー・リソース・アグ
リゲーション・ビジネスに関
するサイバーセキュリティガ
イドライン

エネルギー・リソース・アグリゲーション・ビジネ
スに参画する各事業者が実施すべき最低限のセキュ
リティ対策の要求事項を整理

https://www.enecho.meti.go.j
p/category/saving_and_new/a
dvanced_systems/vpp_dr/2025
0522.pdf

次世代の分散型電
力システムに関す
る検討会

2025年11月
エネルギー・リソース・アグ
リゲーション・ビジネスに関
するガイドライン

エネルギー・リソース・アグリゲーション・ビジネ
スの関係者が参考とすべき基本原則となる具体的な
指針

https://www.enecho.meti.go.j
p/category/saving_and_new/a
dvanced_systems/vpp_dr/files/
20251119.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/jisedai_bunsan/pdf/20230314_1.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/jisedai_bunsan/pdf/20230314_1.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/jisedai_bunsan/pdf/20230314_1.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/storage_system/pdf/20250307_1.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/storage_system/pdf/20250307_1.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/storage_system/pdf/20250307_1.pdf
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/advanced_systems/vpp_dr/20250522.pdf
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/advanced_systems/vpp_dr/20250522.pdf
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/advanced_systems/vpp_dr/20250522.pdf
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/advanced_systems/vpp_dr/20250522.pdf
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/advanced_systems/vpp_dr/files/20251119.pdf
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/advanced_systems/vpp_dr/files/20251119.pdf
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/advanced_systems/vpp_dr/files/20251119.pdf
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/advanced_systems/vpp_dr/files/20251119.pdf
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